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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

中間連結会計期間
第59期

中間連結会計期間
第58期

会計期間
自2024年１月１日
至2024年６月30日

自2025年１月１日
至2025年６月30日

自2024年１月１日
至2024年12月31日

売上収益 （千円） 14,150,933 16,833,064 31,090,423

税引前中間利益又は税引前利益 （千円） 477,609 371,625 2,629,828

親会社の所有者に帰属する中間

（当期）利益
（千円） 481,634 287,163 2,500,983

親会社の所有者に帰属する中間

（当期）包括利益
（千円） 485,157 282,795 2,512,023

親会社の所有者に帰属する持分 （千円） 20,378,706 22,027,580 21,933,064

総資産額 （千円） 31,021,743 53,732,597 54,274,030

基本的１株当たり中間（当期）利

益
（円） 25.64 15.26 133.01

希薄化後１株当たり中間（当期）

利益
（円） 25.64 15.26 133.01

親会社所有者帰属持分比率 （％） 65.7 41.0 40.4

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 789,498 1,276,825 2,349,668

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △3,797,731 505,165 △3,904,784

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 1,504,350 △1,158,781 582,009

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 3,580,152 4,734,137 4,110,927

　（注）１．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．上記指標は、国際財務報告基準により作成された要約中間連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいておりま

す。

３．希薄化後１株当たり中間（当期）利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、基

本的１株当たり中間（当期）利益と同額であります。

４．前連結会計年度において、㈱１０ＡＮＴＺは、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第58

　　期中間連結会計期間の数値については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しが反映さ

　　れた後の金額によっております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　(1)経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善する中で、各種政策の効果や海外経済の改善

もあって、景気が持ち直していくことが期待されております。しかしながら、全世界的な情勢への不安感や不透明

感がみられる中で、物価の上昇や金融資本市場の変動、供給面での制約等による景気の下振れリスクに十分注意す

る必要があり、先行きは予断を許さない状況であります。

当社グループにおける、各事業を取り巻く環境も日々変化しており、一般消費動向の影響を受け易い事業も一部

あるものの、状況に応じて機動的に必要かつ十分な対策を行うこととしております。

 

総合エンターテインメント事業では、アイドルグループやバンドなどの所属アーティストによる大型イベントの

開催やライブなどのほか、そのほかのタレントにつきましても、ドラマや各種番組への出演等、積極的な活動を展

開しております。

映像制作事業につきましては、既存のテレビ番組の安定的な制作のほか、新規事業の開始に加え、海外を含めた

動画配信プラットフォーム向けの映像制作を進捗させております。

広告代理店事業につきましては、既存の広告代理案件の進捗に加え、インターネット広告事業及びインターネッ

トメディア事業を中心に各種継続案件を着実に積み上げることで売上強化に努めております。

物流事業につきましては、運送及びアミューズメント機器を中心とした一般貨物の保管・倉庫事業を展開し、既

存取引先との安定稼働に努めております。

また、このような事業環境下、５月１日に東京六本木にて「Ｅｍｐｉｒｅ Ｓｔｅａｋ Ｈｏｕｓｅ Ｒｏｐｐｏｎ

ｇｉ」を運営する株式会社Ｒｅｄ Ｌｉｓｔ（以下「ＲＬ」という。）の株式を取得し子会社化しております。

さらに、玉木宏氏や高岡早紀氏らが所属する芸能プロダクション事業を営む株式会社アオイコーポレーションの

株式を取得することで８月１日より子会社化しており、さらなる事業体制の強化を図っております。

 

以上の結果、当中間連結会計期間における業績は、売上収益16,833百万円（前年同期比19.0％増）、営業利益628

百万円（同23.8％増）、税引前中間利益371百万円（同22.2％減）、親会社の所有者に帰属する中間利益287百万円

（同40.4％減）となりました。

 
セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。
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　＜セグメント別概況＞

　〔総合エンターテインメント事業〕

（ライブ・エンターテインメント部門）

同部門につきましては、株式会社ゼスト、株式会社ノース・リバー、株式会社Ａ.Ｍ.Ｅｎｔｅｒｔａｉｎｍｅｎｔ、

ｂｉｊｏｕｘ株式会社がアーティストやタレント、スポーツ選手などのマネジメントを行っております。当社グループ

の主要アーティストの主な活動実績は、後記「別表①（主要アーティスト活動状況）」のとおり順調な活動を行ってお

ります。そのほかのアーティストやタレントの活動においては、若月佑美、小栗有以、生駒里奈、鈴木絢音、古畑奈

和、江籠裕奈、北野瑠華、高畑結希、秋好美桜、山本かりん、土井レミイ杏利などが、ドラマやテレビ番組への出演の

ほか、各種イベント、企業とのタイアップ企画、写真集の出版など、様々な方面で活躍しております。

 

（デジタル・コンテンツ部門）

同部門につきましては、主に株式会社１０ＡＮＴＺが、アイドルとの恋愛疑似体験ができる恋愛シミュレーション

ゲームアプリの企画・開発・運営を行っております。2025年４月にリリースから９周年となった乃木坂46公式の「乃木

恋」や、日向坂46公式の「ひなこい」、櫻坂46公式の「サクコイ」など、所謂坂道グループの公式ゲームアプリ等を展

開しております。

 
以上の結果、総合エンターテインメント事業の業績は、売上収益6,923百万円（同1.7％減）、セグメント利益800百
万円（同5.8％増）となりました。

 

　〔映像制作事業〕

同事業につきましては、株式会社ＵＮＩＴＥＤ　ＰＲＯＤＵＣＴＩＯＮＳ、ＴＯＫＹＯ ＲＯＣＫ ＳＴＵＤＩＯ株式

会社、株式会社ｍａｃａｒｏｎｉが、人気バラエティ番組やグループ内所属アーティストのＭＶの制作のほか、ドラマ

制作、映画製作及び製作委員会への出資に加え、映像編集作業を行うポスプロ事業を行っております。映像制作におけ

る主な成果（レギュラー化やドラマ、映画製作等）は、後記「別表②（主な制作実績）」のとおりであります。

また、株式会社ＴｅｃｈＣａｒｒｙでは、機材レンタル事業やデジタイズ事業を展開しており、着実に実績を積み上

げております。制作スタッフの派遣事業につきましては、派遣先である映像制作会社の状況を踏まえた人材の安定雇用

を創出しており、引き続き堅実に実績を積み上げております。

 

以上の結果、映像制作事業の業績は、売上収益3,103百万円（同1.3％増）、セグメント利益28百万円（同62.1％減）

となりました。なお、セグメント利益につきましては、対計画比ではプラスで推移しており、粗利率でも対前年同期比

1.0％減と、前期同等水準を維持、推移しておりますが、第１四半期に開始しましたＣＭ制作事業に加え、第２四半期

に開始しました配給事業ならびにスタジオ事業の運営に係る先行費用等を新たに計上したことに加え、一部制作案件が

減少したことが、利益の押し下げ要因となっております。

 

　〔広告代理店事業〕

株式会社ＦＡ Ｐｒｏｊｅｃｔにて展開するデジタル広告部門では、インターネット広告事業及びインターネットメ

ディア事業を展開しており、男性用脱毛サロンやフィットネスジム、ゴルフレッスンスクール等の顧客獲得の実績を積

み上げており、クライアントの要望に基づく広告案件を、ＹｏｕＴｕｂｅ等の動画配信プラットフォームを中心とした

ＳＮＳ媒体向けに制作するほか、アフィリエイト広告等の戦略的な広告展開を図っております。株式会社ａｌｌｆｕｚ

にて展開する広告代理店部門につきましては、特に株式会社セブン‐イレブン・ジャパンが展開しているセブンネット

ショッピングにおいて様々な取り組みを実施しております。広告代理店事業における主な実績は、後記「別表③（実施

案件）」のとおりであります。

 

以上の結果、広告代理店事業の業績は、売上収益2,987百万円（同25.0％減）、セグメント損失74百万円（前年同期

はセグメント利益66百万円）となりました。なお、対前年同期比較によるセグメント利益の減少は、デジタル広告部門

におけるクライアントの広告出稿に関わるコストの見直しの影響を受けたほか、既存の広告代理店事業において、広告

案件の契約金額の下振れによる売上減少に加え、粗利率が5.0％程度悪化していることなどによります。

 

　〔物流事業〕

同事業につきましては、株式会社トポスエンタープライズ（以下「ＴＰＯ」という。）が、千葉、埼玉、大阪の３拠

点を中心に全国への配送を行う運送事業及びアミューズメント機器を中心とした一般貨物の保管・倉庫事業を展開して

おり、既存の取引先を筆頭に、安定的な稼働により実績を積み上げております。

 

以上の結果、物流事業の業績は、売上収益2,672百万円、セグメント利益321百万円となりました。なお、当該事業に

つきましては、2024年12月期第４四半期より事業を開始しているため、当中間連結会計期間における前年同期比の記載

はありません。

 

　〔その他事業〕

同事業につきましては、当社が不動産賃貸事業を、ＴＰＯがアミューズメント向け景品や食料品関連を取り扱う卸売

事業、宿泊施設の運営（１店舗：人工温泉施設）ならびにコンビニエンスストアの運営（２店舗：ミニストップ）を、

また、ＲＬの飲食事業を５月より取り込んでおります。
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以上の結果、その他事業の業績は、売上収益1,145百万円（前年同期は売上収益56百万円）、セグメント利益34百万

円（同42.8％増）となりました。なお、実績における増加要因につきましては、ＴＰＯの一部事業を2024年12月期第４

四半期より取り込んでいることが、主な要因となります。

 

別表①（主要アーティスト活動状況）

アーティスト

名
実施時期 内容：備考欄

ＳＫＥ48 １月１日 ＳＫＥ48劇場 2025年元日「新チーム発表＆ご挨拶」

１月23日 フジテレビ系「Ｔｕｎｅ」

２月12日 日本テレビ「ＮＥＷＳ ＺＥＲＯ」

２月18日 末永桜花 卒業コンサート ～おーちゃんのこと好きになっちゃった～

３月３日 ミミフィーユ １ｓｔライブ「愛はまだ早いの」

３月７日 日本テレビ「バズリズム02」

３月12日 34ｔｈシングル「Ｔｉｃｋ ｔａｃｋ ｚａｃｋ」リリース

３月24日 ＮＨＫ ＢＳ「ＪＯＹＮＴ ＰＯＰＳ」

３月25日 ＴＢＳ「ＰＬＡＹＬＩＳＴ」

３月30日 荒井優希 卒業ＬＩＶＥ～Ｇｏ ｆｏｒ ｔｈｅ Ｄｒｅａｍ！！ ～

４月30日 ＵＰ-Ｔ×ＡＫＢ48 Ｇｒｏｕｐ Ｓｐｅｃｉａｌ Ｌｉｖｅ

５月１日 「100％ＳＫＥ48 ｖｏｌ.７」発売

５月４日 30時間ＴＶ2025 ～春の大文化祭 ＳＫＥ(サカエ)の桜はまだ満開！！～

５月13日 ７Ｄ２ 10ｔｈ Ａｎｎｉｖｅｒｓａｒｙ Ｌｉｖｅ　～みんなでずっと舞台いたい～

５月23日 プリマステラ１/２？ ふぁいなるらいぶ

６月14日 テレビ愛知イベント「ＳＫＥ48 ドキッ♡いたずらだらけの大運動会」

乃木坂46 １月15日 フジテレビ「週刊ナイナイミュージック」

１月28日～

30日
37ｔｈＳＧアンダーライブ

２月３日 配信シングル「懐かしさの先」リリース

２月22日、

23日
与田祐希 卒業コンサート

３月24日 日本テレビ系「ＤａｙＤａｙ.」

３月25日 ＮＨＫ総合「放送１００年企画 みんなのベスト紅白」

３月26日 38ｔｈシングル「ネーブルオレンジ」リリース

４月５日 38ｔｈＳＧアンダーライブ

フジテレビ「ＭＵＳＩＣ ＦＡＩＲ」

ＮＨＫ「Ｖｅｎｕｅ１０１」

４月７日 ＴＢＳ「ＣＤＴＶライブ！ライブ！」

４月12日 ＤａｙＤａｙ. ＳＵＰＥＲ ＬＩＶＥ 2025

５月17日、

18日

13ｔｈ ＹＥＡＲ ＢＩＲＴＨＤＡＹ ＬＩＶＥ

６月26日 中村麗乃 卒業セレモニー

Ｎｏｖｅｌ

ｂｒｉｇｈｔ

１月17日～

３月７日

新曲「ワインディングロード」が主題歌に起用されたテレビ東京「法廷のドラゴン」

が放送

１月24日 新曲「ワインディングロード」デジタル配信

３月15日

土岐プレミアム・アウトレット

20ｔｈ Ａｎｎｉｖｅｒｓａｒｙ Ｎｏｖｅｌｂｒｉｇｈｔ Ａｃｏｕｓｔｉｃ ＬＩＶ

Ｅ

３月23日 ツタロックフェス 2025

３月26日 「Ｎｏｖｅｌｂｒｉｇｈｔ ＬＩＶＥ ＴＯＵＲ 2024 ～ＣＩＲＣＵＳ～ ＦＩＮＡＬ

ＩＮ 姫路城 三の丸広場」Ｂｌｕ－ｒａｙ ＆ ＤＶＤリリース

４月７日 新曲「カノープス」デジタル配信

４月12日～ Ｎｏｖｅｌｂｒｉｇｈｔ ＡＲＥＮＡ ＴＯＵＲ 2025 ～Ｗｉｎｄｉｎｇ Ｒｏａｄ～

４月20日 ＭＡＩＺＵＲＵ ＰＬＡＹＢＡＣＫ ＦＥＳ．2025

５月３日 ＪＡＰＡＮ ＪＡＭ 2025

５月10日 ＴＯＫＹＯ ＭＥＴＲＯＰＯＬＩＴＡＮ ＲＯＣＫ ＦＥＳＴＩＶＡＬ 2025

５月21日 ＢＬＵＥ☆ＬＩＧＨＴ ＳＥＲＩＥＳ 2025 Ｓｕｐｐｏｒｔｅｄ ｂｙ ｎｏｊｉｍａ

６月８日 ＣＨＡＧＵ ＣＨＡＧＵ ＲＯＣＫ ＦＥＳＴＩＶＡＬ 2025

アーティスト

名
実施時期 内容：備考欄

Ｎｏｖｅｌ

ｂｒｉｇｈｔ

６月13日 「サッポロ ＷＩＴＨ ＢＥＥＲ ホワイトエール」のテーマソングに「Ｓｅｎｓａｔｉ

ｏｎ」が決定
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別表②（主な制作実績）
 

分類
放送・公開

開始日等
番組名（補足）

バラエティ １月５日 フジテレビ「千鳥の鬼レンチャン」新春３時間ＳＰ

２月18日 ＴＢＳ「ＴＨＥ神業チャレンジ」２時間ＳＰ

２月22日 ＴＢＳ「熱狂マニアさん！」２時間ＳＰ

３月12日 フジテレビ「千鳥の鬼レンチャン」が４月から２時間番組に拡大されることを発表

３月29日 ＴＢＳ「オールスター感謝祭‘25春」６時間半　生放送

４月21日 ＢＳ-ＴＢＳ「伊集院光の偏愛博物館」が2025年３月度ギャラクシー賞月間賞を受賞

５月５日 テレビ朝日「今、行って食べたい！日本のご当地めし総選挙」３時間ＳＰ

５月22日 フジテレビ「櫻井翔のワンナイトスタディ」

ドラマ ５月29日 テレビ東京「ひだまりが聴こえる」が第62回ギャラクシー賞「マイベストＴＶ賞グラ

ンプリ」受賞

６月30日～ 縦型ショートドラマ「サクラさん」（ＳＮＳ向け配信ドラマ）

映画 ２月７日～

公開終了
映画「ショウタイムセブン」全国公開

４月４日～

公開終了
映画「おいしくて泣くとき」全国公開

５月９日 主演・福山雅治×大泉洋　映画「ラストマン」今冬公開決定
 
別表③（実施案件）
 

ＥＣ販売・

キャンペーン等開始日
案件名

2025年１月９日 「劇映画 孤独のグルメ」オリジナル小皿＋ステッカー　他

2025年１月16日 ＨＥＡＶＹ ＭＥＴＡＬ ＳＯＵＮＤＨＯＵＳＥ 2024　公式グッズ

2025年１月17日 若月佑美 ＹＵＭＩ ＷＡＫＡＴＳＵＫＩ 2025ＣＡＬＥＮＤＡＲ発売記念グッズ　他

2025年１月22日 宙の鳴き声 オフィシャルグッズ販売

2025年１月24日 ＡＮＴＨＥＭ ＬＩＶＥ ＣＩＲＣＵＳ 2024　記念公式グッズ　他

2025年１月25日 乃木坂46 スリムプロテクションケース　他

2025年３月14日 小栗有以 2025.04-2026.03カレンダー(壁掛けｖｅｒ./卓上ｖｅｒ.)

2025年３月19日 ＳＫＥ48 34ｔｈＳＧ「Ｔｉｃｋ ｔａｃｋ ｚａｃｋ」公式グッズ　他

2025年３月25日 土屋太鳳カレンダー 2025-2026

2025年３月27日 ＳＴＰＲ Ｆａｍｉｌｙ Ｆｅｓｔｉｖａｌ！！ 応援グッズセット

2025年４月１日 むぎ（猫）公式グッズ

2025年４月７日 純烈コンサート2025　全国ツアーグッズ

2025年５月７日 ＭＥＴＲＯＣＫ2025　公式グッズ

2025年６月21日 ポニーテールリボンズ　ちょうど21周年Ｔシャツ販売
※販売開始時期やキャンペーン開始時期を問わず、当中間連結会計期間までの積み上げ案件を列挙しております。
※広告代理店部門におきましては、相手先企業との契約上の兼ね合いから公表できる案件名は少なく、上記実績はその
一部となります。
 
(2)資本の財源及び資金の流動性についての分析

当中間連結会計期間末の資産は、前連結会計年度末に比べて541百万円減の53,732百万円となりました。これは主と

して現金及び現金同等物が増加した一方で、有形固定資産、無形資産、その他の金融資産及び棚卸資産が減少したこ

とによるものであります。

負債につきましては、前連結会計年度末に比べて649百万円減の31,685百万円となりました。これは主として契約負

債、社債及び借入金が増加した一方で、営業債務及びその他の債務、その他の金融負債が減少したことによるもので

あります。

資本につきましては、前連結会計年度末に比べて108百万円増の22,047百万円となりました。これは主として利益剰

余金が配当金の支払いにより減少した一方で、親会社の所有者に帰属する中間利益の計上により増加したことによる

ものであります。
 

EDINET提出書類

株式会社ＫｅｙＨｏｌｄｅｒ(E05020)

半期報告書

 6/40



(3)キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ623百万円増加し4,734百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、1,276百万円の資金の増加（前年同期比61.7％増）となりました。これは主

として減価償却費及び償却費の計上によるものであります。

 

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、505百万円の資金の増加（前年同期は3,797百万円の資金の減少）となりま

した。これは主として被担保債権の回収により資金が増加したことによるものであります。
 
　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、1,158百万円の資金の減少（前年同期は1,504百万円の資金の増加)となりま

した。これは主として長期借入れによる収入により資金が増加した一方で、利息及び配当金の支払、長期借入金の返

済、リース負債の返済により資金が減少したことによるものであります。

 

(4)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　　 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5)研究開発活動

　　 該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　　　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 55,000,000

計 55,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発
行数（株）
 (2025年６月30日)

提出日現在発行数（株）
(2025年８月８日)

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 18,967,410 18,967,410
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数100株

計 18,967,410 18,967,410 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年１月１日～

　2025年６月30日
－ 18,967,410 － 92,450 － 8,013,482
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（５）【大株主の状況】

  2025年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

Ｊトラスト株式会社 東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３ 5,656 30.05

秋元　康 東京都渋谷区 1,440 7.65

株式会社表参道キャピタル 東京都港区南麻布４丁目５－48 1,372 7.29

株式会社ＳＭＥＪ　Ｐｌｕｓ
東京都港区六本木３丁目２－１　住友不

動産　六本木グランドタワー21Ｆ
491 2.61

森田　篤 横浜市青葉区 378 2.01

株式会社フォースリー
東京都目黒区青葉台４丁目７－７　住友

不動産青葉台ヒルズ８階
299 1.59

赤塚　善洋 東京都北区 297 1.58

株式会社第一興商 東京都品川区北品川５丁目５－26 294 1.57

髙澤　真 東京都渋谷区 262 1.40

株式会社電通グループ 東京都港区東新橋１丁目８－１ 222 1.18

計 － 10,716 56.95
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 148,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,717,600 187,176 －

単元未満株式 普通株式 101,510 － －

発行済株式総数  18,967,410 － －

総株主の議決権  － 187,176 －

（注）１.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,200 株および自己株式の失念株式

700株が含まれております。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数

62個および失念株式に係る議決権の数７個が含まれております。

２.「単元未満株式」の中には、当社名義となっておりますが実質的には所有していない株式(名義書換失念株)が

35株あります。

 

②【自己株式等】

    2025年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

株式会社ＫｅｙＨｏｌｄ

ｅｒ

東京都渋谷区東３

－16－３
148,300 － 148,300 0.78

計 － 148,300 － 148,300 0.78

（注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が700株（議決権の数７個）

あります。

なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第

28号。以下「連結財務諸表規則」という。）第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠し

て作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年１月１日から2025年６月

30日まで）に係る要約中間連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【要約中間連結財務諸表】

（１）【要約中間連結財政状態計算書】

    （単位：千円）

 注記
前連結会計年度

（2024年12月31日）
 

当中間連結会計期間
（2025年６月30日）

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物     4,110,927  4,734,137

営業債権及びその他の債権 13 4,636,082  4,522,181

その他の金融資産 13 688,444  726,875

棚卸資産  543,162  391,912

その他の流動資産  442,097  361,753

流動資産合計     10,420,713  10,736,860

     

非流動資産     

有形固定資産  23,226,335  22,791,045

のれん ７ 5,637,795  5,831,946

無形資産 ７ 1,251,003  1,074,089

投資不動産  3,300,604  3,184,826

持分法で会計処理している投資  7,785,152  7,795,979

その他の金融資産 13 2,287,326  1,974,951

繰延税金資産  233,186  232,332

その他の非流動資産  131,912  110,565

非流動資産合計  43,853,316  42,995,737

資産合計  54,274,030  53,732,597
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    （単位：千円）

 注記
前連結会計年度

（2024年12月31日）
 

当中間連結会計期間
（2025年６月30日）

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務 13 4,576,764  4,044,451

社債及び借入金 ８・13 1,205,913  1,246,433

その他の金融負債 13 1,854,889  1,824,570

未払法人所得税等  188,182  123,538

引当金  139,705  221,388

契約負債  286,972  421,765

その他の流動負債  560,145  525,513

流動負債合計  8,812,574  8,407,662

     

非流動負債     

社債及び借入金 ８・13 3,123,483  3,232,045

その他の金融負債 13 18,556,197  18,163,104

長期従業員給付  455,706  496,173

引当金  908,245  954,637

繰延税金負債  478,757  429,654

その他の非流動負債  －  1,935

非流動負債合計  23,522,390  23,277,551

負債合計  32,334,964  31,685,214

     

資本     

資本金 ９ 92,450  92,450

資本剰余金 ９ 14,200,758  14,200,758

自己株式 ９ △132,744  △132,831

その他の資本の構成要素  73,121  68,753

利益剰余金  7,699,478  7,798,450

親会社の所有者に帰属する持分合計  21,933,064  22,027,580

非支配持分  6,001  19,802

資本合計  21,939,065  22,047,383

負債及び資本合計  54,274,030  53,732,597
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（２）【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

    （単位：千円）

 注記
　前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
　　至　2024年６月30日）

 
　当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
　　至　2025年６月30日）

売上収益 11 14,150,933  16,833,064

売上原価  11,866,790  13,825,930

売上総利益  2,284,142  3,007,134

販売費及び一般管理費  2,349,333  2,836,090

持分法による投資利益  575,015  310,826

その他の収益  17,327  170,139

その他の費用  18,996  23,125

営業利益  508,155  628,885

金融収益  6,880  23,845

金融費用  37,426  281,104

税引前中間利益  477,609  371,625

法人所得税費用  125,186  70,660

中間利益  352,422  300,964

     

中間利益の帰属     

親会社の所有者  481,634  287,163

非支配持分  △129,211  13,801

中間利益  352,422  300,964

     

１株当たり中間利益     

基本的１株当たり中間利益（円） 12 25.64  15.26

希薄化後１株当たり中間利益（円） 12 25.64  15.26
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【要約中間連結包括利益計算書】

    （単位：千円）

 注記
　前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
　　至　2024年６月30日）

 
　当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
　　至　2025年６月30日）

中間利益  352,422  300,964

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産
13 3,523  △4,368

純損益に振り替えられることのない項目

合計
 3,523  △4,368

税引後その他の包括利益  3,523  △4,368

中間包括利益  355,946  296,596

     

中間包括利益の帰属     

親会社の所有者  485,157  282,795

非支配持分  △129,211  13,801

中間包括利益  355,946  296,596
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（３）【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

        （単位：千円）

 注記 資本金 資本剰余金 自己株式
その他の資
本の構成要
素

利益剰余金

親会社の所
有者に帰属
する持分合
計

非支配持分 資本合計

2024年１月１日時点の残高  92,450 14,667,114 △440,809 73,945 5,564,566 19,957,267 △437,703 19,519,563

中間利益      481,634 481,634 △129,211 352,422

その他の包括利益     3,523  3,523  3,523

中間包括利益合計  － － － 3,523 481,634 485,157 △129,211 355,946

連結子会社の増加による

非支配持分の増加
      － 211,102 211,102

剰余金の配当 10     △369,504 △369,504  △369,504

自己株式の取得    △1,849   △1,849  △1,849

自己株式の処分   △2,297 310,579   308,281  308,281

支配継続子会社に対する

持分変動
  △645    △645 △619 △1,265

所有者との取引額合計  － △2,942 308,729 － △369,504 △63,717 210,482 146,764

2024年６月30日時点の残高  92,450 14,664,171 △132,079 77,468 5,676,696 20,378,706 △356,432 20,022,274

 

当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

        （単位：千円）

 注記 資本金 資本剰余金 自己株式
その他の資
本の構成要
素

利益剰余金

親会社の所
有者に帰属
する持分合
計

非支配持分 資本合計

2025年１月１日時点の残高  92,450 14,200,758 △132,744 73,121 7,699,478 21,933,064 6,001 21,939,065

中間利益      287,163 287,163 13,801 300,964

その他の包括利益     △4,368  △4,368  △4,368

中間包括利益合計  － － － △4,368 287,163 282,795 13,801 296,596

剰余金の配当 10     △188,191 △188,191  △188,191

自己株式の取得    △87   △87  △87

所有者との取引額合計  － － △87 － △188,191 △188,278 － △188,278

2025年６月30日時点の残高  92,450 14,200,758 △132,831 68,753 7,798,450 22,027,580 19,802 22,047,383
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（４）【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円）

 注記
　前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
　　至　2024年６月30日）

 
　当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
　　至　2025年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前中間利益  477,609  371,625

減価償却費及び償却費  610,564  1,216,642

貸倒引当金の増減額（△は減少）  －  △58,232

受取利息及び受取配当金  △1,392  △5,289

支払利息  27,461  267,373

持分法による投資損益（△は益）  △575,015  △310,826

固定資産売却損益（△は益）  －  △15,132

固定資産除却損  13,620  21,494

純損益を通じて公正価値で測定する金融商

品の公正価値変動
 5,307  △11,369

営業債権及びその他の債権の増減額（△は

増加）
 175,089  122,481

棚卸資産の増減額（△は増加）  △183,593  171,098

営業債務及びその他の債務の増減額（△は

減少）
 △193,086  △543,286

契約負債の増減額（△は減少）  268,005  134,637

預り金の増減額（△は減少）  △40,277  △81,613

引当金の増減額（△は減少）  56,545  91,063

退職給付に係る負債の増減額（△は減少）  11,466  40,466

その他  △21,634  38,839

小計  630,671  1,449,974

法人所得税等の支払額  △30,966  △182,447

法人所得税等の還付額  189,793  9,297

営業活動によるキャッシュ・フロー  789,498  1,276,825

投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の増減額（△は増加）  450,000  △60,000

有形固定資産の取得による支出  △42,796  △35,628

有形固定資産の売却による収入  －  5,089

無形資産の取得による支出 ７ △670  △600

投資不動産の取得による支出  △1,885,577  △19,914

投資不動産の売却による収入  －  80,352

投資有価証券の取得による支出  △3,000  －

出資金の払込による支出  △47,175  △6,445

保険積立金の解約による収入  －  7,153

敷金保証金の差入による支出  △7,162  △103,934

敷金保証金の回収による収入  102,065  30,579

資産除去債務の履行による支出  △23,050  △14,000

利息及び配当金の受取額  371,392  303,901

被担保債権の取得による支出  △1,548,092  －

被担保債権の回収による収入  －  556,385

連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得に

よる支出
６ △1,017,553  △183,286

持分法で会計処理している投資の取得によ

る支出
 △160,000  －

その他  13,888  △54,487

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,797,731  505,165
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    （単位：千円）

 注記
　前中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
　　至　2024年６月30日）

 
　当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
　　至　2025年６月30日）

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額（△は減少）  △2,341  △55,919

長期借入れによる収入  2,353,000  650,000

長期借入金の返済による支出  △452,160  △495,852

社債の償還による支出 ８ △14,000  △14,000

自己株式の取得による支出  △1,849  △87

自己株式の売却による収入  309,841  －

利息及び配当金の支払額  △359,457  △442,693

リース負債の返済による支出  △325,873  △771,890

子会社の再生債権回収による収入  －  104,074

子会社の再生債務弁済による支出  －  △76,390

子会社の別除権協定に基づく債務の弁済に

よる支出
 －  △56,023

その他  △2,810  －

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,504,350  △1,158,781

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △1,503,882  623,209

現金及び現金同等物の期首残高  5,084,034  4,110,927

現金及び現金同等物の中間期末残高  3,580,152  4,734,137

 

EDINET提出書類

株式会社ＫｅｙＨｏｌｄｅｒ(E05020)

半期報告書

18/40



【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

　株式会社ＫｅｙＨｏｌｄｅｒ（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社であります。その登記され

ている本社住所は当社のウェブサイト（https://www.keyholder.co.jp/）で開示しております。2025年６月30日

に終了する６ヶ月間の当社の要約中間連結財務諸表は、当社及びその子会社（以下「当社グループ」という。）

並びに当社グループの関連会社により構成されております。

　当社グループの事業内容は、総合エンターテインメント事業、映像制作事業、広告代理店事業、物流事業であ

ります。各事業の内容については、注記「５．事業セグメント」に記載しております。

 

２．作成の基礎

(1）IFRS会計基準に準拠している旨

　当社グループの要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会

社」の要件を満たすことから、同第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作

成しております。

　要約中間連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会

計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

　本要約中間連結財務諸表は、2025年８月８日に当社取締役会によって承認されております。

 

(2）機能通貨及び表示通貨

　当社グループの要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、千円未満を

切り捨てて表示しております。
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３．重要性がある会計方針

　　　　当社グループの要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、以下を除き、前連結会計

　　　年度に係る連結財務諸表において適用した会計方針と同一であります。

　　　　また、当中間連結会計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。

　　　　当社グループは、当中間連結会計期間より、以下の基準を適用しております。

IFRS会計基準 新設・改訂の概要

IAS第21号 外国為替レート変動の影響 通貨が他の通貨と交換可能でない場合の要求事項を明確化

　　　　　上記基準書の適用による要約中間連結財務諸表に与える重要な影響はありません。

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

　IFRS会計基準に準拠した要約中間連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負

債、収益及び費用の金額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を行うことが要求されております。実際の業績

は、これらの見積りとは異なる場合があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを見

直した会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識されます。

　なお、当社グループの本要約中間連結財務諸表の金額に重要な影響を与える判断及び見積りの方法は、前連結

会計年度に係る連結財務諸表と同様であります。
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５．事業セグメント

(1）報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会等が経営資源配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

　当社グループは、当社及び当社の連結子会社を基礎とした業種別のセグメントから構成されており、「総合

エンターテインメント事業」、「映像制作事業」、「広告代理店事業」、「物流事業」の４つの事業セグメン

トを報告セグメントとしております。

　各報告セグメントの概要は以下のとおりであります。

「総合エンターテインメント事業」：タレント及びアイドル等の芸能プロダクション運営・管理

イベントの企画・運営及びイベントスペースの運営・管理

ゲームアプリ事業など

「映像制作事業」　　　　　　　　：各種映像コンテンツの企画・制作

映像制作スタッフの養成及び派遣など

「広告代理店事業」　　　　　　　：タレント・アーティスト等のキャスティング

デジタル広告及びプロモーションの企画・開発

インターネット広告事業及びインターネットメディア事業など

「物流事業」　　　　　　　　　　：全国各地に物流ネットワークを展開する運送事業

アミューズメント機器・一般貨物の保管・倉庫事業
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(2）セグメント収益及び業績

　当社グループの報告セグメントによる収益及び業績は以下のとおりであります。

　報告セグメントの会計方針は、注記「３．重要性がある会計方針」で記載しております当社グループの会計

方針と同じであります。なお、セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

    （単位：千円）

 報告セグメント

 
総合エンターテイン
メント事業

映像制作事業 広告代理店事業 計

売上収益     

外部収益 7,045,191 3,063,958 3,985,613 14,094,763

セグメント間収益 35,395 7,973 83,202 126,571

合計 7,080,587 3,071,931 4,068,816 14,221,335

セグメント損益（注）３

（営業利益）
756,532 75,628 66,466 898,627

金融収益     

金融費用     

税引前中間利益     

 

    

 
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結

売上収益     

外部収益 56,169 14,150,933 － 14,150,933

セグメント間収益 － 126,571 △126,571 －

合計 56,169 14,277,504 △126,571 14,150,933

セグメント損益（注）３

（営業利益）
24,444 923,072 △414,916 508,155

金融収益    6,880

金融費用    37,426

税引前中間利益    477,609

 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に不動産事業であります。

２．セグメント損益の調整額△414,916千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント損益は、要約中間連結損益計算書の営業損益と調整を行っております。

４．前連結会計年度において、㈱１０ＡＮＴＺは、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前中

　　間連結会計期間の数値については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しが反映された

　　後の金額によっております。
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当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

     （単位：千円）

 報告セグメント

 
総合エンターテ
インメント事業

映像制作事業 広告代理店事業 物流事業 計

売上収益      

外部収益 6,923,708 3,103,352 2,987,278 2,672,784 15,687,123

セグメント間収益 24,595 9,851 30,300 50 64,797

合計 6,948,304 3,113,203 3,017,579 2,672,834 15,751,921

セグメント損益（注）３

（営業利益又は営業損失

（△））

800,091 28,679 △74,703 321,536 1,075,604

金融収益      

金融費用      

税引前中間利益      

 

    

 
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結

売上収益     

外部収益 1,145,940 16,833,064 － 16,833,064

セグメント間収益 1,661 66,459 △66,459 －

合計 1,147,602 16,899,523 △66,459 16,833,064

セグメント損益（注）３

（営業利益又は営業損失

（△））

34,903 1,110,508 △481,623 628,885

金融収益    23,845

金融費用    281,104

税引前中間利益    371,625

 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に不動産事業及び卸売事業で

あります。

２．セグメント損益の調整額△481,623千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント損益は、要約中間連結損益計算書の営業損益と調整を行っております。
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６．企業結合

　　　　前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

　　（株式取得による会社等の買収）

(1)株式取得の目的

当社グループにおきましては、これまでに数々のＭ＆Ａの実施を通じて規模の拡大を含む組織体制の強化及び再編

に努めた結果、主力事業であるアーティストやタレント、スポーツ選手などの運営・管理を行う総合エンターテイン

メント事業、バラエティ番組からテレビドラマ制作、映画・ＣＭ等に係る映像制作事業、そして数々の販促・コラ

ボ・プロモーション企画等を手掛けてきた広告代理店事業などを中心に、総合エンターテインメント企業グループと

しての体制の構築を図り、積極的な事業活動を展開してまいりました。

株式会社ノース・リバー（以下「ＮＲ」という。）は、当社グループ体制を構築する過程において、女性アイドル

グループの「乃木坂46」を運営する乃木坂46合同会社の持分の50％を保有し、主に同グループのライブ制作及びグッ

ズ制作や販売、ファンクラブに関する運営・管理に加え、アイドルグループ等に係るＤＶＤ・ライブ映像コンテンツ

の制作を行っており、当社グループ業績を牽引する存在として、大きな役割を担っております。

一方、株式会社１０ＡＮＴＺ（以下「ＴＡ」という。）は、2013年の設立以降、質の高い人材を武器にゲームアプ

リの企画・開発を中心とし、プラットフォーム事業や映像制作、デジタルマーケティング事業等の幅広い分野へも進

出するなど、事業規模を拡大しております。ゲームアプリ事業においては、複数タイトルのゲームアプリの開発を

行っており、その中でも、ＮＲが関連している乃木坂46のメンバーとの恋愛疑似体験ができる、乃木坂46公式恋愛シ

ミュレーションゲームアプリ「乃木恋～坂道の下で、あの日僕は恋をした～」に関しては、配信開始６年目となる

2022年９月時点で累計ダウンロード数が1,000万を突破するなど、長期間にわたってユーザーに愛されるコンテンツ

の開発ノウハウを有しております。

このような中、近年の消費者（アプリユーザー）の趣味や志向・流行は、新コンテンツが日々生み出されることで

常に変化し続けており、この潮流を的確に掴み、新たなコンテンツを提供し続ける必要があると認識しております。

この度の株式取得に際しまして、両社間では乃木坂46という日本トップクラスの女性アイドルグループのアプリを

通して、もとより良好な取引関係が構築されていたことを前提に、当社グループが有する他のアーティスト等のＩＰ

やコンテンツにおける新展開のほか、株式会社ＵＮＩＴＥＤ ＰＲＯＤＵＣＴＩＯＮＳなどが生み出す映像コンテン

ツや、株式会社ＦＡ　Ｐｒｏｊｅｃｔのデジタル広告事業並びに、ｂｉｊｏｕｘ株式会社によるオーディション企画

の開催と運営など、当社グループにおける各種既存リソースとのあらゆるシナジーによる新展開が期待でき、結果と

して双方の更なる事業規模の拡大を図れるものとの認識を共有できたことにより、本件株式取得をするものです。

 

(2)株式取得の相手先

　　　髙澤　真

　　　髙澤　和歌

　　　合同会社ロイヤルコート

 

(3)株式取得する会社の名称等

　　　①名称　　　　　株式会社１０ＡＮＴＺ

　　　②住所　　　　　東京都渋谷区渋谷３－12－18　渋谷南東急ビル４階

　　　③代表者の氏名　代表取締役　髙澤 真

　　　④資本金の額　　9,000千円（2024年６月30日現在）

　　　⑤事業の内容　　ゲームアプリ事業、プラットフォーム事業、映像・ＩＰ事業、デジタルマーケティング事業、

　　　　　　　　　　　エンタメテックソリューション事業等

 

(4)株式取得の時期

　　　2024年１月１日

 

(5)取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

　　　①取得する株式の数　3,245株

　　　②取得価額　　　　　1,314,017千円

　③取得後の持分比率　51.0％
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(6)取得した資産及び引き受けた負債の額

現金及び現金同等物  296,464千円

営業債権及びその他の債権  598,741

有形固定資産   64,833

無形資産  239,601

繰延税金資産   92,662

その他  239,245

　資産合計 1,531,548

営業債務及びその他の債務  496,897

社債及び借入金  293,140

引当金   53,207

契約負債  120,538

その他  136,943

　負債合計 1,100,727

　純資産額  430,820

　取得した資産及び負債については、前連結会計年度において、取得原価の配分が完了しております。

 

(7)取得により生じたのれん

取得の対価（現金） 1,314,017千円

非支配持分（注）２  211,102

当社グループが取得した識別可能な純資産の公正価値 △430,820

取得により生じたのれん（注）１ 1,094,298

（注）１．株式取得により生じたのれんは、総合エンターテインメント事業セグメントに計上されております。

のれんの主な内容は、個別に認識要件を満たさない、取得から生じることが期待される既存事業との

シナジー効果と超過収益力であります。

２．非支配持分は、被取得企業の識別可能な純資産の公正価値に対する非支配株主の持分割合で測定して

おります。

 

(8)取得関連費用

本株式取得に係る取得関連費用は9,500千円であり、すべて要約中間連結損益計算書の「販売費及び一般管理費」

に計上しております。

 

(9)取得に伴うキャッシュ・フロー

取得により支出した現金及び現金同等物 1,314,017千円

取得時に被取得会社が保有していた現金及び現金同等物  296,464

株式取得における子会社の取得による支出 △1,017,553

 

(10)業績に与える影響

当社グループの要約中間連結損益計算書には、取得日以降にＴＡから生じた売上収益及び中間損失が、それぞれ

1,858,022千円、229,510千円含まれております。

 
 

　　　　当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

　　　　　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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７．のれん及び無形資産

　　　　　のれん及び無形資産の帳簿価額の増減は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 のれん 無形資産

2025年１月１日 5,637,795 1,251,003

取得 － 600

企業結合による取得 194,151 －

処分 － △11

償却費 － △177,502

2025年６月30日 5,831,946 1,074,089

 

８．社債

前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

(1）発行した社債

　　発行した社債はありません。

 

(2）償還した社債

　　償還した社債は以下のとおりであります。

会社名 銘柄 発行年月日
償還金額
（千円）

利率
（％）

償還期限

㈱ａｌｌｆｕｚ 第１回無担保社債 2020年６月10日 14,000 0.40 2027年６月10日

 

当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

(1）発行した社債

　　発行した社債はありません。

 

(2）償還した社債

　　償還した社債は以下のとおりであります。

会社名 銘柄 発行年月日
償還金額
（千円）

利率
（％）

償還期限

㈱ａｌｌｆｕｚ 第１回無担保社債 2020年６月10日 14,000 0.40 2027年６月10日
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９．資本及びその他の資本項目

(1）授権株式数及び発行済株式総数

　授権株式数及び発行済株式総数の増減は以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

 
当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

授権株式数 株 株

普通株式 55,000,000 55,000,000

    

発行済株式総数    

期首残高 18,967,410 18,967,410

期中増加 － －

期中減少 － －

中間期末残高 18,967,410 18,967,410

 

(2）自己株式

　自己株式数の増減は以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

 
当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

自己株式数 株 株

期首残高 492,181 148,224

期中増加（注）１ 2,064 120

期中減少（注）２ 346,922 －

中間期末残高 147,323 148,344

（注）１．期中増加の主な要因は単元未満株式の買取によるものであります。

２．前中間連結会計期間における期中減少の主な要因は、第三者割当に伴う自己株式の処分によるものでありま

す。

 

10．配当金

(1）配当金の支払額

前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

決議日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年３月26日

定時株主総会
369,504 20.00 2023年12月31日 2024年３月27日

 

当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

決議日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年３月25日

定時株主総会
188,191 10.00 2024年12月31日 2025年３月26日
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11．売上収益

(1）収益の分解

①　顧客との契約とその他の源泉から認識した収益

（単位：千円）
 

 
前中間連結会計期間

（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

顧客との契約から認識した収益 14,032,824 16,542,186

その他の源泉から認識した収益（注） 118,108 290,877

合計 14,150,933 16,833,064

（注）　その他の源泉から認識した収益には、IFRS第９号「金融商品」に基づく利息及び配当収益等、IFRS第16号

「リース」に基づいて認識したリースに係る収益が含まれております。
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②　分解した収益とセグメント収益の関連

前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）
 

（単位：千円）

 

報告セグメント

総合エンターテインメ

ント事業
映像制作事業 広告代理店事業

主要な収益内訳    

役務収益 3,696,025 3,058,817 3,938,307

販売収益 1,822,718 － 31,869

ロイヤリティ収入 1,462,331 15 15,436

その他の収益 4,014 － －

顧客との契約から認識した収益 6,985,088 3,058,833 3,985,613

その他の源泉から認識した収益 60,102 5,125 －

合計 7,045,191 3,063,958 3,985,613

収益認識の時期    

一時点で移転される財 6,326,536 2,638,268 3,974,908

一定の期間にわたり移転されるサー

ビス
658,552 420,565 10,705

顧客との契約から認識した収益 6,985,088 3,058,833 3,985,613

その他の源泉から認識した収益 60,102 5,125 －

合計 7,045,191 3,063,958 3,985,613

 

 その他 合計

主要な収益内訳   

役務収益 3,289 10,696,439

販売収益 － 1,854,587

ロイヤリティ収入 － 1,477,783

その他の収益 － 4,014

顧客との契約から認識した収益 3,289 14,032,824

その他の源泉から認識した収益 52,880 118,108

合計 56,169 14,150,933

収益認識の時期   

一時点で移転される財 1,318 12,941,030

一定の期間にわたり移転されるサー

ビス
1,971 1,091,794

顧客との契約から認識した収益 3,289 14,032,824

その他の源泉から認識した収益 52,880 118,108

合計 56,169 14,150,933
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当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）
 

（単位：千円）

 

報告セグメント

総合エンターテ

インメント事業
映像制作事業 広告代理店事業 物流事業

主要な収益内訳     

役務収益 3,717,548 3,091,004 2,967,810 2,530,463

販売収益 1,757,533 － 18,329 20,030

ロイヤリティ収入 1,430,779 1,461 1,138 －

その他の収益 2,512 － － －

顧客との契約から認識した収益 6,908,374 3,092,466 2,987,278 2,550,494

その他の源泉から認識した収益 15,333 10,886 － 122,290

合計 6,923,708 3,103,352 2,987,278 2,672,784

収益認識の時期     

一時点で移転される財 6,241,148 2,569,816 2,979,559 2,550,494

一定の期間にわたり移転されるサー

ビス
667,225 522,649 7,718 －

顧客との契約から認識した収益 6,908,374 3,092,466 2,987,278 2,550,494

その他の源泉から認識した収益 15,333 10,886 － 122,290

合計 6,923,708 3,103,352 2,987,278 2,672,784

 

 その他 合計

主要な収益内訳   

役務収益 194,033 12,500,860

販売収益 809,538 2,605,432

ロイヤリティ収入 － 1,433,380

その他の収益 － 2,512

顧客との契約から認識した収益 1,003,572 16,542,186

その他の源泉から認識した収益 142,367 290,877

合計 1,145,940 16,833,064

収益認識の時期   

一時点で移転される財 1,003,093 15,344,113

一定の期間にわたり移転されるサー

ビス
478 1,198,073

顧客との契約から認識した収益 1,003,572 16,542,186

その他の源泉から認識した収益 142,367 290,877

合計 1,145,940 16,833,064
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12．１株当たり利益

 
前中間連結会計期間

（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

親会社の所有者に帰属する中間利益（千円） 481,634 287,163

希薄化後１株当たり中間利益の計算に使用する中間利
益（千円）

481,634 287,163

発行済普通株式の加重平均株式数（株） 18,785,030 18,819,104

普通株式増加数   

ストック・オプションによる増加（株） － －

希薄化後の普通株式の加重平均株式数（株） 18,785,030 18,819,104

基本的１株当たり中間利益（円） 25.64 15.26

希薄化後１株当たり中間利益（円） 25.64 15.26

希薄化効果を有しないため、希薄化後１株当たり中間利

益の算定に含めなかった潜在株式の概要

株式会社ＫｅｙＨｏｌｄｅｒ

第２回新株予約権（新株予約

権の目的となる株式の数

1,602,940株）

株式会社ＫｅｙＨｏｌｄｅｒ

第３回新株予約権（新株予約

権の目的となる株式の数

251,000株）

株式会社ＫｅｙＨｏｌｄｅｒ

第４回新株予約権（新株予約

権の目的となる株式の数

192,150株）

株式会社ＫｅｙＨｏｌｄｅｒ

第２回新株予約権（新株予約

権の目的となる株式の数

1,602,940株）

株式会社ＫｅｙＨｏｌｄｅｒ

第３回新株予約権（新株予約

権の目的となる株式の数

251,000株）

株式会社ＫｅｙＨｏｌｄｅｒ

第４回新株予約権（新株予約

権の目的となる株式の数

192,150株）

　（注）希薄化後１株当たり中間利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、基本的１株当

　　　　たり中間利益と同額であります。
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13．金融商品の公正価値

(1）公正価値の算定方法

金融資産

・営業債権及びその他の債権

　１年以内で決済されるものについては、公正価値は帳簿価額と近似しております。

 

・その他の金融資産

　上場株式の公正価値については、期末日の市場価格によって算定しております。非上場株式の公正価値に

ついては、類似会社の市場価格に基づく評価技法等により算定しております。

　保険積立金の公正価値については、期末時点での解約返戻金により算定しております。

　敷金及び保証金については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に基づく利率で割り引

いた現在価値等により算定しております。

　上記以外の項目については、公正価値は帳簿価額と近似しております。

 

 

金融負債

・営業債務及びその他の債務

　これらはほとんどが１年以内で決済されるものであるため、公正価値は帳簿価額と近似しております。

 

・社債及び借入金

　固定金利によるものは、リスクフリー・レートに信用リスクを加味した率を再実効レートとみなし、元利

金の合計額を割り引いて算定する方法によっております。変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映

するため、また当社グループの信用状態は実行後大きく異なっていないことから、公正価値は帳簿価額にほ

ぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっております。

　また、１年以内で決済されるものについては、公正価値は帳簿価額と近似しております。

 

・その他の金融負債

　長期の項目については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に基づく利率で割り引いた

現在価値等により算定しております。
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(2）経常的に公正価値で測定される金融商品

　経常的に公正価値で測定される金融商品について、測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

た公正価値測定額を、レベル１からレベル３まで分類しております。

レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格（無調整）

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法によって算出された公正価値

①　公正価値のヒエラルキー

　公正価値で測定される金融商品の公正価値ヒエラルキーは以下のとおりであります。

 

前連結会計年度（2024年12月31日）

（単位：千円）
 

 公正価値

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

 その他の金融資産     

　　株式及び出資金 － － 44,554 44,554

　　保険積立金 － － 262,997 262,997

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産
    

その他の金融資産     

　株式及び出資金 28 － 140,917 140,945

合計 28 － 448,468 448,497

 

当中間連結会計期間（2025年６月30日）

（単位：千円）
 

 公正価値

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

 その他の金融資産     

　　株式及び出資金 － － 45,706 45,706

　　保険積立金 － － 295,084 295,084

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産
    

その他の金融資産     

　株式及び出資金 29 － 136,047 136,076

合計 29 － 476,838 476,867

　公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化が生じた日に認識して

おります。前連結会計年度及び当中間連結会計期間において、公正価値レベル１とレベル２の間の重要な振

替は行われておりません。
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②　評価プロセス

　レベル３に分類された金融商品については、経理部門責任者により承認された評価方針及び手続きに従

い、外部の評価専門家又は適切な評価担当者が評価及び評価結果の分析を実施しております。評価結果は経

理部門責任者によりレビューされ、承認されております。

 

　　　　　③　レベル３に分類された金融商品に関する定量的情報

　レベル３に分類した株式及び出資金の公正価値の測定は、観察可能でないインプットを用いているため、

レベル３に分類しております。

　レベル３に分類した金融商品の評価技法及び観察可能でないインプットは以下のとおりであります。

 

前連結会計年度（2024年12月31日）

区分 評価技法
観察可能でない
インプット

範囲

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産

 純資産価額アプローチ

（NAV）
１株当たり時価純資産額 －

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する金融資産

 類似会社の市場価格に基

 づく評価モデル

株価純資産倍率

非流動性ディスカウント

0.45倍

30.00％

 

当中間連結会計期間（2025年６月30日）

区分 評価技法
観察可能でない
インプット

範囲

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産

 純資産価額アプローチ

（NAV）
１株当たり時価純資産額 －

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する金融資産

 類似会社の市場価格に基

 づく評価モデル

株価純資産倍率

非流動性ディスカウント

0.34倍

30.00％

　　　　　　公正価値は主に、１株当たり純資産額、株価純資産倍率の上昇（低下）により増加（減少）し、非流動性デ

　　　　　ィスカウントが上昇（低下）した場合には公正価値は減少（増加）する関係にあります。

　　　　　　なお、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変更した場合に見込まれる公正価値の

　　　　　増減は重要ではありません。
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④　レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表

　レベル３に分類された金融商品の当期首から当期末までの変動は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前中間連結会計期間

（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

期首残高 291,503 448,468

利得及び損失合計 △1,786 7,000

純損益（注）１ △5,307 11,369

その他の包括利益（注）２ 3,520 △4,368

購入 71,401 33,530

売却 － △4,893

企業結合による変動 10 －

その他 145 △7,267

期末残高 361,273 476,838

 

報告期間末に保有している資産について純損益に計上さ

れた当期の未実現損益
△5,307 11,369

 

（注）１. 純損益に含まれている利益又は損失は、決算日時点の純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に関する

ものであります。これらの純損益は要約中間連結損益計算書の「金融収益」又は「金融費用」に含まれてお

ります。

　　　２. その他の包括利益に含まれている利得又は損失は、決算日時点のその他の包括利益を通じて公正価値で測定

　　　　 する金融資産に関するものであります。これらの利得又は損失は、要約中間連結包括利益計算書の「その

　　　　　他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産」に含まれております。

 

(3）償却原価で測定される金融商品

　償却原価で測定される金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 

前連結会計年度
（2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（2025年６月30日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定する金融資産     

敷金及び保証金 1,234,933 996,717 1,351,605 1,085,886

合計 1,234,933 996,717 1,351,605 1,085,886

償却原価で測定する金融負債     

社債 46,000 45,353 32,000 31,522

長期借入金 3,077,483 3,068,892 3,200,045 3,187,805

預り保証金 96,080 84,170 120,467 105,836

合計 3,219,564 3,198,416 3,352,512 3,325,164
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14．関連当事者

(1）関連当事者との取引

　当社及び当社連結子会社と当社の関連当事者である連結子会社との間の取引は、連結上消去されており、注

記には開示されていません。

　当社グループとその他の関連当事者との取引高及び未決済金額は以下のとおりです。

前中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

（単位：千円）

種類 関連当事者関係の内容 取引金額 未決済金額

経営幹部 借入金に対する被保証（注）２ 188,583 －

経営幹部が議決権の過半数を所有し

ている会社等

デジタル広告等の受託（注）３ 3,732,427 829,837

業務委託（注）４ 5,023 －

設備の賃貸（注）５ 62,325 275,432

株主優待券の負担（注）６ 30,384 9,503

関連会社
映像制作等の受託（注）７ 251,751 36,274

ロイヤリティ等の支払（注）７ 1,198,864 413,282

その他の関係会社の子会社 キャスティング等の受託（注）８ 120,546 11,880

（注）１．取引については、市場価格等を勘案して決定しております。

２．当社の経営幹部が当社連結子会社である㈱ＵＮＩＴＥＤ　ＰＲＯＤＵＣＴＩＯＮＳによる金融機関からの借

　　入に対する保証を行っております。

　　なお、保証料の支払いはありません。

３．主に㈱ＦＡ Ｐｒｏｊｅｃｔにおいて、デジタル広告を行っております。

４．㈱ＦＡ Ｐｒｏｊｅｃｔのデジタル広告事業において、業務委託をしております。

５．設備の賃貸に係る未決済金額については、当社の経営幹部が保証を行っております。

６．株主優待券については、当社の株主優待制度において利用しております。

７．主に㈱ノース・リバーにおいて、映像制作等の受託及びロイヤリティ等の支払いを行っております。

８．主に㈱ａｌｌｆｕｚにおいて、広告に関するキャスティングを受託しております。

 

当中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

（単位：千円）

種類 関連当事者関係の内容 取引金額 未決済金額

経営幹部 借入金に対する被保証（注）２ 236,779 －

経営幹部が議決権の過半数を所有し

ている会社等

デジタル広告等の受託（注）３ 2,674,669 645,358

設備の賃貸（注）４ 63,119 172,656

株主優待券の負担（注）５ 35,420 9,215

関連会社
映像制作等の受託（注）６ 368,019 23,082

ロイヤリティ等の支払（注）６ 1,216,944 584,171

その他の関係会社の子会社 キャスティング等の受託（注）７ 78,720 242

（注）１．取引については、市場価格等を勘案して決定しております。

２．当社の経営幹部が当社連結子会社である㈱ＵＮＩＴＥＤ　ＰＲＯＤＵＣＴＩＯＮＳによる金融機関からの借

　　入に対する保証を行っております。

　　なお、保証料の支払いはありません。

３．主に㈱ＦＡ Ｐｒｏｊｅｃｔにおいて、デジタル広告を行っております。

４．設備の賃貸に係る未決済金額については、当社の経営幹部が保証を行っております。

５．株主優待券については、当社の株主優待制度において利用しております。

６．主に㈱ノース・リバーにおいて、映像制作等の受託及びロイヤリティ等の支払いを行っております。

７．㈱ａｌｌｆｕｚにおいて、広告に関するキャスティングを受託しております。
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15．後発事象

　　　　該当事項はありません。
 
 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年８月８日

株式会社ＫｅｙＨｏｌｄｅｒ

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

　東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 石原　鉄也

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 今川　義弘

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｋｅ

ｙＨｏｌｄｅｒの2025年１月１日から2025年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年１月１日から

2025年６月30日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算

書、要約中間連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び要約中

間連結財務諸表注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社ＫｅｙＨ

ｏｌｄｅｒ及び連結子会社の2025年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績並び

に中間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において

認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手

したと判断している。

 

要約中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務

諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま
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た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。

・　要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・　要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

 

　（注）１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社ＫｅｙＨｏｌｄｅｒ(E05020)

半期報告書

40/40


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１要約中間連結財務諸表
	（１）要約中間連結財政状態計算書
	（２）要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書
	要約中間連結損益計算書
	要約中間連結包括利益計算書

	（３）要約中間連結持分変動計算書
	（４）要約中間連結キャッシュ・フロー計算書
	要約中間連結財務諸表注記


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

